
（平成２５年６月１９日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認中部地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 10 件

厚生年金関係 10 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 7 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 3 件



中部（愛知）厚生年金 事案 7775 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、昭和49年１月

１日であると認められることから、申立期間の資格喪失日に係る記録を訂正す

ることが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、８万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年 12月 25日から 49年１月１日まで 

 申立期間当時、Ａ社及びＢ社に継続して勤務していたので、申立期間につ

いて厚生年金保険被保険者として認めてほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録により、申立人はＡ社及びＢ社に継続して勤務していたこと

が認められる。 

一方、Ａ社の事業所別被保険者名簿によると、申立人の厚生年金保険被保険

者の資格喪失日は、当初、昭和 49 年１月１日と記載されていたところ、同社

が厚生年金保険の適用事業所でなくなった日である同年２月 28 日より後の同

年３月 25日付けで、遡って 48年 12月 25日に訂正されているとともに、同社

の多数の被保険者についても同様の処理が行われていることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人について、社会保険事務所（当時）が

昭和 48年 12月 25日に厚生年金保険被保険者の資格を喪失した旨の処理を行

う合理的な理由は無く、当該喪失処理に係る記録は有効なものとは認められな

いことから、申立人のＡ社における資格喪失日は事業主が当初届け出た 49 年

１月１日であると認められる。 

なお、申立期間に係る標準報酬月額については、申立人の上記訂正前の事業

所別被保険者名簿から、８万円とすることが妥当である。 



中部（愛知）厚生年金 事案 7776 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

昭和29年３月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を6,000円とすることが

必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29年２月 27日から同年３月１日まで 

 Ｂ社は、Ａ社の一部が独立してできた会社であり、会社からの命令により

Ａ社からＢ社に異動した。その間も継続して勤務していたので、申立期間に

ついて、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人と同時期にＡ社から同社の関連会社であるＢ社Ｃ工場に異動した複

数の同僚の証言から判断すると、申立人がＡ社及びＢ社Ｃ工場に継続して勤務

し（Ａ社からＢ社Ｃ工場に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

なお、異動日については、申立人は、Ｂ社Ｃ工場において昭和 29 年３月１

日に雇用保険の資格を取得していることが確認できることから、同年３月１日

とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における健康保険

厚生年金保険被保険者名簿の昭和 29 年１月の記録から、6,000 円とすること

が妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、Ａ社は、昭和 29年 10月 30日に厚生年金保険の適用事業所ではなくな

っている上、商業登記簿謄本によると、30 年２月＊日に既に解散しているた

め、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと



判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所（当時）

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が

無いことから、行ったとは認められない。 

 



中部（愛知）厚生年金 事案 7777 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

昭和29年３月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を6,000円とすることが

必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

 住 所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29年２月 27日から同年３月１日まで 

 申立期間はＡ社からＢ社Ｃ工場に転勤した時期であり、継続して勤務して

いた。申立期間についても厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人と同時期にＡ社から同社の関連会社であるＢ社Ｃ工場に異動した複

数の同僚の証言から判断すると、申立人がＡ社及びＢ社Ｃ工場に継続して勤務

し（Ａ社からＢ社Ｃ工場に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

なお、異動日については、申立人と同時期にＡ社からＢ社Ｃ工場に異動した

同僚は、同社Ｃ工場において昭和 29 年３月１日に雇用保険の資格を取得して

いることが確認できることから、同年３月１日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における健康保険

厚生年金保険被保険者名簿の昭和 29 年１月の記録から、6,000 円とすること

が妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、Ａ社は、昭和 29年 10月 30日に厚生年金保険の適用事業所ではなくな

っている上、商業登記簿謄本によると、30 年２月＊日に既に解散しているた

め、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと

判断せざるを得ない。 



また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所（当時）

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が

無いことから、行ったとは認められない。



中部（愛知）厚生年金 事案 7778 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①及び申立期間②のうち昭和 59 年１月から平成元年９

月までの期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められることから、当該期間の

標準報酬月額に係る記録を 13万 4,000円に訂正する必要がある。 

なお、事業主は、当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

   住 所 ：  

 

 

 

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 56年８月から 58年 12月まで 

           ② 昭和 59年１月から平成６年２月まで 

  昭和 56 年８月から、標準報酬月額が実際に支給されていた給与額に比べ

て低くなっている。給与が減額されたことはないので、年金記録を訂正して

ほしい。 

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、

申立人の標準報酬月額は、昭和 56 年８月１日の随時改定により従前の 13 万

4,000円から 10万 4,000円に引き下げられていることが確認できる。 

また、申立人と同じ職種を含む複数の同僚について、上記被保険者名簿によ

ると、申立人と同様に、昭和 56 年８月１日の随時改定により標準報酬月額が

引き下げられていることが確認できるところ、これらの複数の同僚から提出さ

れた給与支払明細書等によると、いずれの同僚も、同年８月から 58年 12月ま

での期間において、当該随時改定前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料が

控除されていることが確認できる。 

さらに、申立人は、「Ａ社において給与が下がった記憶は無い。」と主張して

いるところ、同僚からも上記の随時改定による標準報酬月額の引下げに相当す

る給与の引下げがあったとする証言は得られない。 

申立期間②のうち、昭和 59 年１月から平成元年９月までの期間について、



Ａ社及び同社の関連会社であるＢ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に

よると、申立人と同様に、前述の昭和 56 年８月１日の随時改定により標準報

酬月額が引き下げられ、かつ、59 年１月１日付けでＡ社からＢ社に異動した

同僚が多数確認できるところ、そのうち、申立人と同じ職種であった複数の同

僚から提出された給与支払明細書等によると、いずれの同僚も、当該期間にお

いて、前述のＡ社における随時改定前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

が控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、「Ｂ社に異動後も、勤務形態や給与体系に変更は無く、給

与の減額も無かった。」と主張しているところ、複数の同僚も「Ｂ社において、

給料の引下げは無かった。」と証言している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間①及び申立期間②のうち

昭和 59 年１月から平成元年９月までの期間において、その主張する標準報酬

月額（13 万 4,000 円）に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められる。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、Ａ社及びＢ社はいずれも既に適用事業所ではなくなっている

上、Ａ社の当時の事業主に照会したものの回答が得られず、Ｂ社の事業主は既

に死亡しているため確認することができないが、複数の同僚が保管する給与支

払明細書等において確認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額とオンラ

イン記録の標準報酬月額が長期間にわたり一致していないことから、いずれの

事業主も、保険料控除額に見合う報酬月額を社会保険事務所（当時）に届け出

ておらず、その結果、社会保険事務所は、当該報酬月額に見合う厚生年金保険

料について納入の告知を行っておらず、いずれの事業主も、当該保険料（訂正

前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

一方、申立期間②のうち、平成元年 10 月から６年２月までの期間について

は、申立人の保険料控除額を確認できる給与支払明細書等の資料が無い上、申

立人と同じ職種を含む複数の同僚の給与支払明細書等における保険料控除額

に基づく標準報酬月額は、当該同僚のオンライン記録の標準報酬月額と同額又

は低額であることが確認できる。 

このほか、当該期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料の控除を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、当

該期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



中部（愛知）厚生年金 事案 7779 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額（24万円）であったと認められることから、申立期間①に係

る標準報酬月額の記録を24万円に訂正することが必要である。 

また、申立期間①のうち、平成15年12月の標準報酬月額の記録については、

28万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

申立人の申立期間③に係る標準賞与額の記録については、１万5,000円に訂

正することが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

 住 所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年９月から同年 12月まで 

            ② 平成 15年８月５日 

            ③ 平成 15年 12月 31日 

   申立期間①の給与額については、前年と変わりなく 23、24 万円であり、

保険料も前年と同額だった。また、平成 15年８月と同年 12月に賞与が支給

されていたので、年金の記録を回復してほしい。 

 

 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、オンライン記録によると、申立人の当該期間に係る標

準報酬月額は、平成15年９月の定時決定時に、社会保険事務所において報酬月

額を２万4,000円と記録したことにより、９万8,000円とされていることが確認

できる。 

しかし、申立期間①に係るＡ社の平成15年健康保険厚生年金保険被保険者報

酬月額算定基礎届によると、申立人の標準報酬月額を24万円として決定してい



ることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬

月額は、申立人が主張する標準報酬月額（24万円）であったと認められること

から、申立人の申立期間①に係る標準報酬月額を24万円に訂正することが必要

である。 

また、申立期間①のうち、平成15年12月については、事業主が保管している

同年の賃金台帳により、申立人は、当該期間において、上記で訂正される標準

報酬月額よりも高額の給与を支給され、上記で訂正される標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料よりも高額の保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（以下「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに

基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと

認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額

の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定

することとなる。 

したがって、当該期間の標準報酬月額については、上記賃金台帳において確

認できる報酬月額から、28万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は納付したと回答しているものの、これを確認できる関連資料、周辺事情は

無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が上記賃金台帳で確認できる報酬月額に係る届出を社会保険事務所に対して

行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこと

から、行ったとは認められない。 

申立期間③について、事業主が保管している上記賃金台帳により、申立人は、

当該期間において、賞与の支給を受け、厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められる。 

ただし、特例法に基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び

保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及

び申立人の賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間に係る標準賞与額については、上記賃金台帳において

確認できる厚生年金保険料控除額から、１万5,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立てに係る賞与支払届を社会保険事務所に提出し、保険料も納付した

としているが、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明ら

かでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主



が上記賃金台帳で確認できる厚生年金保険料控除額に見合う賞与支払額に係

る届出を社会保険事務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる

関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 

一方、申立期間②については、上記賃金台帳には当該期間に賞与が支払われ

た記録が無く、賃金台帳の支払金額の合計額と申立人が提出した平成15年分源

泉徴収票の支払金額は一致している。 

また、事業主は上記賃金台帳のほかに資料を保管していないと回答しており、

申立人も賞与明細書を保管していないことから、当該期間に賞与を支給された

事実を確認することができない。 

このほか、申立期間②について、申立人の主張する標準賞与額に基づく厚生

年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が申立期間②について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



中部（愛知）厚生年金 事案 7780 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされ

ているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に基づく申出を

行ったと認められ、申立期間の保険料徴収が免除されることから、当該記録を

取り消し、申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録を 56万 2,000円とする

ことが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年６月 18日 

  Ａ社における厚生年金保険被保険者期間のうち、申立期間の賞与記録につ

いては、保険料徴収の時効成立後の届出であるため、給付に反映されない記

録となっている。当該記録が給付に反映されるよう標準賞与額の記録を訂正

してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出された賃金台帳及びＢ厚生年金基金から提出された厚生年金

基金加入員台帳により、申立人は、申立期間に同社から賞与の支払を受けてい

たことが認められる。 

また、オンライン記録によると、事業主は、厚生年金保険法第 81 条の２の

規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金保険料徴収の免除の申出を行ったこ

とが確認できる。 

一方、当該事業主から提出された厚生年金保険被保険者賞与支払届の写しに

より、事業主は申立てに係る賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 25 年３月に提出したこと

が確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主から免除の申出があ

った場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料については、徴収が行

われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の厚生年金保険被保険者

賞与支払届の届出が行われておらず、同法第 75 条の規定による、時効によっ



て消滅した保険料に係る標準賞与額であっても、年金額の計算の基礎とすべき

であるものと考えられる。 

以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、事業主から提出さ

れた賃金台帳、厚生年金保険被保険者賞与支払届の写し及びＢ厚生年金基金か

ら提出された厚生年金基金加入員台帳における当該賞与額から 56 万 2,000円

とすることが妥当である。 

 



中部（石川）厚生年金 事案 7781 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

昭和39年12月16日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万2,000円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年 12月 16日から 40年２月１日まで 

 私は、Ｂ社に昭和34年に入社し、その後同社の販売会社であるＣ社のＤ営

業所に異動になった。同社Ｄ営業所は39年にＥ社と合併し、Ａ社となったが、

40年９月末に退職するまで継続して勤務した。 

しかし、申立期間について複数の同僚の勤務状況等照会が送付されてきた

ので、自分の年金記録を確認したところ、２か月の空白があることが分かっ

た。 

申立期間については、継続して勤務し、当時の資料は無いが保険料は控除

されていたと思うので厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人と同日付けでＣ社Ｄ営業所からＡ社に異動した同僚が所持する申立

期間に係る給料明細書及び同僚の証言から判断すると、申立人がＦ社の関連会

社に継続して勤務し（Ｃ社からＡ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、異動日については、Ｆ社が保管する申立人と同日付けでＣ社からＡ社

に異動した元同僚に係る人事記録から判断して、昭和39年12月16日とすること

が妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社における健康保険厚生年金

保険被保険者原票の昭和40年２月の記録から、２万2,000円とすることが妥当



である。 

一方、社会保険事務所（当時）の記録によれば、Ａ社は、申立期間は適用事

業所であったことが確認できない。しかし、商業登記簿謄本によると、同社は

昭和39年12月＊日に設立登記されている上、Ｃ社Ｄ営業所からＡ社に異動した

複数の元同僚が、申立期間当時、５人以上の従業員が継続して勤務していたと

証言していることから、当時の厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を満

たしていたものと判断される。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、申立期間におい

て適用事業所でありながら、社会保険事務所に適用の届出を行っていなかった

と認められることから、社会保険事務所は申立人に係る申立期間の保険料の納

入の告知を行っておらず、事業主は、申立人の申立期間に係る保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 



中部（岐阜）厚生年金 事案 7782 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、昭和49年１月

１日であると認められることから、申立期間の資格喪失日に係る記録を訂正す

ることが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、11万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

  基礎年金番号 ：  

  生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

  住 所 ：  

  

  

  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年 12月 25日から 49年１月１日まで 

  申立期間当時、Ａ社及びＢ社に継続して勤務していたので、申立期間につ

いて厚生年金保険被保険者として認めてほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録により、申立人はＡ社及びＢ社に継続して勤務していたこと

が認められる。 

一方、Ａ社の事業所別被保険者名簿によると、申立人の厚生年金保険被保険

者の資格喪失日は、当初、昭和 49 年１月１日と記載されていたところ、同社

が厚生年金保険の適用事業所でなくなった日である同年２月 28 日より後の同

年３月 25日付けで、遡って 48年 12月 25日に訂正されているとともに、同社

の多数の被保険者についても同様の処理が行われていることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人について、社会保険事務所（当時）が

昭和 48年 12月 25日に厚生年金保険被保険者の資格を喪失した旨の処理を行

う合理的な理由は無く、当該喪失処理に係る記録は有効なものとは認められな

いことから、申立人のＡ社における資格喪失日は事業主が当初届け出た 49 年

１月１日であると認められる。 

なお、申立期間に係る標準報酬月額については、申立人の上記訂正前の事業

所別被保険者名簿から、11万円とすることが妥当である。 

 



中部（静岡）厚生年金 事案 7783 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）に係る被保険者記録は、資格取得日が昭和56

年１月16日、資格喪失日が57年１月16日とされ、当該期間は厚生年金保険法第

75条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる被保険者期間とならない期

間と記録されているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申

立人の同社における資格取得日を56年１月16日、資格喪失日を57年１月16日と

し、当該期間の標準報酬月額を20万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

 住 所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56年１月 16日から 57年１月 16日まで 

   私は、ねんきん定期便を確認したところ、申立期間が空白になっていたの

で不審に思い年金事務所に照会した。その回答として、資格取得日及び資格

喪失日に係る届出が２年以上経過後に申立事業所から提出されたが、時効に

より保険料を徴収できないことから、年金額に反映されないとのことであっ

た。 

   しかし、申立期間当時、Ｃ社（現在は、Ｄ社）において、私が所属してい

た部署が一時的にＡ社の管轄となったが、勤務地、仕事内容は変わらず、継

続して勤務していた。厚生年金保険料についても給与から控除されていたの

で、年金額に反映される記録に訂正してほしい。 

 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社の回答、及び同社が保管する申立人に対する昭和 56年１月 16日付け人

事発令から、申立人は、申立期間においてＡ社の正社員として継続して勤務し

ていたことが確認できる。 

また、前述の人事発令によると、Ｃ社で申立人と同一部署で勤務し、申立人



と同時にＡ社勤務を命じられた８人のうち、６人は同社において被保険者資格

を取得していることから判断すると、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認められる。 

さらに、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＣ社における昭和

55年 12月及び 57年１月の厚生年金保険被保険者名簿の記録から、20万円と

することが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、不明としているが、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿の整理番号に欠番

が見当たらないことから、申立人に係る社会保険事務所（当時）の記録が失わ

れたとは考えられない上、仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格の取得

届が提出された場合には、その後、被保険者報酬月額算定基礎届や被保険者資

格の喪失届を提出する機会があったこととなるが、いずれの機会においても社

会保険事務所が当該届出を記録していないとは考え難いことから、事業主が社

会保険事務所へ資格の得喪等に係る届出を行っておらず、その結果、社会保険

事務所は、申立人に係る昭和 56年１月から同年 12月までの厚生年金保険料に

ついて納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。



中部（三重）厚生年金 事案 7784 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格取

得日に係る記録を昭和 50年６月 10日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を９

万 2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

  基礎年金番号 ：  

  生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

  住 所 ：  

  

  

  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年６月 10日から同年７月１日まで 

   Ｃ社Ｄ製作所から出向でＡ社勤務となり継続して勤務していたが、異動と

なった時期の厚生年金保険の被保険者記録が無いので訂正してほしい。 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｅ厚生年金基金の加入記録、雇用保険の記録並びにＣ社Ｄ製作所及び同社の

関連会社であるＢ社からの回答により、申立人は、Ｃ社Ｄ製作所及びＡ社に継

続して勤務し（昭和 50年６月 10日にＣ社Ｄ製作所からＡ社に異動）、申立期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ｅ厚生年金基金の記録から、９

万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明と回答しており、このほかに確認できる関連資料及び周辺

事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当時）

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が

無いことから、行ったとは認められない。 



中部（愛知）国民年金 事案 3578 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49年７月から 51年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

  基礎年金番号 ：  

  生 年 月 日 ： 昭和 29年生

  住 所 ：  

  

   

  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年７月から 51年３月まで 

   私は、20歳になった昭和 49年＊月はまだ学生だったので、父親がＡ町で

国民年金の加入手続を行い、私が結婚（51 年４月）するまでは父親が国民

年金保険料を納付してくれた。結婚の際に保険料の領収書が貼り付けてある

年金手帳を父親からもらったが、その年金手帳を無くしたため、保険料の納

付の事実が確認できるものは何も無いが、申立期間について、保険料を納付

していたことを認めてほしい。 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金加入手続及び申立期間に係る国民年金保険料の納付に直

接関与しておらず、これらを行ったとする父親は既に亡くなっているため、加

入手続及び保険料納付状況の詳細は不明である。 

また、オンライン記録及びＡ町の国民年金被保険者新規加入受付処理簿兼年

金手帳記号番号払出設定簿によると、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和

51年５月 29日に払い出され、これ以前に申立人に対して手帳記号番号が払い

出された形跡は見当たらないことから、同年５月 29 日に初めて申立人の国民

年金の加入手続が行われたものとみられる。同町の国民年金被保険者名簿の備

考欄には、「51.５.29 資格取得届」、「51.４.１大学卒業」との記載が確認でき

ることから、この加入手続の際に、申立人は、申立期間について、制度上、遡

って資格取得することができない任意加入対象者である学生として取り扱わ

れ、20 歳到達時に遡って被保険者資格を取得することなく、学校卒業後の同

年４月１日に強制加入被保険者として資格取得する事務処理が行われたこと

がうかがえる。このため、申立人は、申立期間において、国民年金に未加入で

あり、父親は国民年金保険料を納付することができなかったものと考えられる。 



さらに、申立人は、申立期間の国民年金保険料を申立人の父親が納付してく

れたとする理由として、申立人の兄が 20 歳から国民年金に加入し、申立人と

同様に父親が保険料を納付してくれていたと思われることを挙げている。オン

ライン記録及び国民年金手帳記号番号払出簿検索システムによると、申立人の

兄の国民年金手帳記号番号は、昭和 47 年６月に払い出されており、別の手帳

記号番号が払い出された形跡が見当たらないことから、この加入手続の際に

20歳到達時である 45年＊月に遡って被保険者資格を取得する事務処理が行わ

れたものとみられる。これらのことから、20 歳到達時に被保険者資格を取得

していた申立人の兄と、申立期間において国民年金に未加入である申立人とは

状況が異なり、兄の保険料が 20 歳から納付されていることをもって、父親が

申立人の申立期間の保険料を納付していたとまでは推認することはできない。 

このほか、父親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（確定申告書、家計簿等）は無く、申立期間の保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



中部（愛知）国民年金 事案 3579 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成元年１月から２年１月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

  基礎年金番号 ：  

  生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

  住 所 ：  

  

  

  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年１月から２年１月まで 

   申立期間当時、私は定職に就いていなかったので、家族の国民年金保険料

を納付していた母親が、私の分も同様に納付してくれていた。母親は高齢で

詳しいことまでは覚えていないが、申立期間について、母親の保険料は納付

済みであり、私の保険料は未納とされているのは納得できないので、保険料

を納付していたことを認めてほしい。 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金の加入手続及び保険料納付に直接関与しておらず、これ

らを行ったとする母親は、申立人に係る国民年金加入手続を行った記憶は無く、

いきなり役所から納付書が届き、毎月、金融機関で一人当たり１万 2,000円か

１万 3,000円ぐらいの国民年金保険料を納付していたとしているところ、通常、

加入手続を行っていない者に対して納付書が送付されることは無く、保険料月

額も申立期間当時の額（昭和 63年度は 7,700円及び平成元年度は 8,000円）

とは相違していることから、母親の記憶は明確ではなく、申立人に係る加入手

続及び保険料納付状況の詳細は不明である。 

また、国民年金手帳記号番号払出簿検索システム及びオンライン記録による

と、申立人に対して、これまでに国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は

見当たらないほか、申立人が申立期間当時居住していたとするＡ市においても、

申立人が国民年金に加入していたことは確認できない。このため、申立人は、

申立期間において国民年金に未加入であり、申立人に係る国民年金保険料の納

付書が発行されることは無く、母親が申立人の保険料を納付することはできな

かったものと考えられる。 

さらに、申立人は、申立期間当時、母親が家族の国民年金保険料を納付して



おり、母親の保険料が納付済みであるのに、自身の保険料が未納とされている

のは納得できないとしているが、国民年金手帳記号番号払出簿、Ａ市の国民年

金保険料検認状況一覧票及びオンライン記録によると、母親については、昭和

51 年７月頃に国民年金手帳記号番号が払い出されており、その後に保険料が

納付されていたことが確認できるため、国民年金に未加入である申立人とは状

況が異なり、母親の納付記録をもって、母親が申立人に係る申立期間の保険料

についても納付していたとまでは推認することはできない。 

加えて、母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資

料（確定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



中部（富山）国民年金 事案 3580（富山国民年金事案 150、164、212 及び 253 の

再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 41年８月から 43年 10 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年８月から 43年 10月まで 

    昭和 41 年８月にＡ市役所Ｂ支所で国民年金の加入手続をして、同年８月

の国民年金保険料については、同支所の窓口で納めたが未納とされている。

また、同年９月から 43年 10月までの保険料については、毎月、町内の集金

担当者に納めていたが、その集金担当者に保険料を横領されたため未納とさ

れているとして申立てをしたところ、平成 22年４月７日付け、同年７月 14

日付け、23 年８月 10 日付け及び 24 年７月４日付けで年金記録の訂正は必

要でないとする通知を受け取った。 

今回、昭和 41 年８月に行った国民年金の加入手続及び同年８月の国民年

金保険料の納付については、当時のことを知るＡ市役所Ｂ支所の元職員の連

絡先が分かり、証言をしてくれる上、同年９月から 43年 10月までの保険料

納付については、当時の集金担当者の横領事件を聞いていた方が書面を提出

してくれたので、改めて審議をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、これまで同一の申立期間について４回の申立てを行っており、１

回目の申立てについては、ⅰ）申立人が所持する国民年金手帳には昭和 43 年

11 月 20 日の発行印があり、資格取得日が同年 11 月１日と記載されているこ

とから、申立人は、申立期間当時は国民年金に未加入であり国民年金保険料を

納付することができなかったこと、ⅱ）当該手帳には昭和 42 年度の国民年金

印紙検認記録欄に検認スタンプが無いこと、ⅲ）43 年度の印紙検認記録の 43

年 10 月の欄に「この月以前不要」の押印が確認できること、ⅳ）申立人が保

管している国民年金保険料納付票（昭和 46 年度から納入カード）には、申立



期間において集金人の領収印が無いことなどから、既に年金記録確認富山地方

第三者委員会（当時）の決定に基づき、平成 22 年４月７日付けで年金記録の

訂正は必要でないとする通知が行われている。 

  ２回目の申立てにおいて、申立人は、申立人が主張する集金担当者が、申立

期間当時、実際に集金を行っており、申立期間の国民年金保険料を横領したこ

とを証言できる者として３人の氏名を提示した。しかし、そのうち２人の証言

者は、申立期間の保険料の納付状況及び申立人が主張する集金担当者が申立人

の保険料を横領したかどうかについては知らないと証言しており、申立期間に

係る保険料の納付をうかがわせる具体的な証言は得られないなど、ほかに年金

記録確認富山地方第三者委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当

たらないことから、既に同委員会の決定に基づき、平成 22年７月 14日付けで

年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

３回目の申立てにおいて、申立人は、申立期間のうち、昭和 41 年９月から

43年 10月までの国民年金保険料が横領されたとの主張に関して、当時のこと

を知る５人が証言したとする録音テープを新たな資料として提出した。しかし

当該録音テープに証言したとする５人からは、保険料が横領されたとする申立

人の主張内容に関して具体的な証言は得られない上、申立人がＡ市役所Ｂ支所

において納付したとする 41 年８月の保険料については、申立人からは新たな

資料等の提出も無いことから、既に年金記録確認富山地方第三者委員会の決定

に基づき、平成 23年８月 10日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知

が行われている。 

４回目の申立てにおいて、申立人は、申立期間のうち、昭和 41 年８月の国

民年金保険料の納付について、当時の国民年金の加入手続及び保険料納付の状

況を知っているとするＡ市役所Ｂ支所の元職員の名前を挙げたほか、同年９月

から 43年 10月までの保険料については、集金担当者による横領事件を聞いて

いたとする者の書面を新たな資料として提出した。しかし、元職員の連絡先が

明らかでないため、国民年金の加入手続及び同年８月の保険料の納付状況につ

いて確認ができない上、書面を提出した者からは、横領されたとする申立人の

主張内容に関して具体的な証言が得られなかったことから、既に年金記録確認

富山地方第三者委員会の決定に基づき、平成 24 年７月４日付けで年金記録の

訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回、申立人は、申立期間のうち、昭和 41 年８月に行った国民年金の加入

手続及び同年８月の国民年金保険料の納付については、４回目の申立てにおい

て名前を挙げていたＡ市役所Ｂ支所の元職員の名前が誤っていたため、正しい

名前と連絡先を挙げたほか、同年９月から43年10月までの保険料については、

集金担当者による横領事件を聞いていたとする者（７人）の書面を新たな資料

として提出している。 

しかしながら、申立人がＡ市役所Ｂ支所の元職員であったとしている者は、

 

、



昭和 41 年８月には同支所に配属されていなかったとしており、当時の状況を

確認することはできないほか、当該元職員を証言者としている申立人は、当時

の国民年金に係る記憶が明確ではないことがうかがえる。 

また、書面を提出した者からの聴取においては、申立期間のうち、昭和 41

年９月から43年10月までの国民年金保険料を納付したが横領されたとする申

立人の主張内容に関して具体的な証言は得られない。 

そのほかに年金記録確認富山地方第三者委員会の当初の決定を変更すべき

新たな資料及び事情は見当たらないことから、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



中部（静岡）国民年金 事案 3581 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年４月から 40年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住 所 ：  

    

    

    

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 40年３月まで 

  私は、昭和 36 年頃、国民年金の加入手続をＡ市Ｂ出張所で行った。その

後、同出張所で国民年金保険料を元夫の分と一緒に納付していたので、申立

期間の保険料を納付していたことを認めてほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 36 年頃に国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納

付したとしているものの、国民年金手帳記号番号払出簿及びオンライン記録に

よると、申立人の国民年金手帳記号番号は、40 年８月にＡ市において元夫と

連番で払い出され、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出された

形跡は見当たらないことから、この頃に初めて国民年金の加入手続が行われ、

この加入手続の際に、36 年４月に遡って被保険者資格を取得する事務処理が

行われたものとみられる。この加入手続時期を基準とすると、申立期間当時、

申立人は国民年金に未加入であり、保険料を納付することはできなかったもの

と考えられる。 

また、上記加入手続時点において、申立期間のうち、昭和 36 年４月から 38

年６月までの国民年金保険料については、既に２年の時効が成立しているため

申立人は遡って保険料を納付することができなかったほか、同年７月から 40

年３月までの保険料については、過年度保険料として納付が可能であったもの

の、申立人は遡って保険料を納付した記憶は無いとしていることから、申立人

が当該期間の保険料を過年度保険料として遡って納付したとまでは推認する

ことができない。 

さらに、Ａ市の国民年金被保険者名簿を見ると、申立人及び申立人が一緒に

国民年金保険料を納付したとしている元夫のいずれについても申立期間に係

、



る保険料が納付されたことをうかがわせる形跡は確認できず、オンライン記録

との食い違いは無い。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（確定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 

 



中部（愛知）厚生年金 事案 7785 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を船舶所

有者により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和７年生 

 住 所 ：  

   

   

   

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30年８月 30日から 32年 10月 23日まで 

  申立期間については、船員保険の被保険者記録が無い期間とされているが、

Ａ社では乗船勤務 20 年の表彰を受けており、当該期間においても引き続き

勤務していたのは間違いないので、年金記録を訂正してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「会社から乗船勤務20年の表彰を受けており、年金記録が無い期

間においてもＡ社で引き続き勤務していた。」と述べているところ、申立人が

名前を挙げている同僚（船長）は、「年金記録が無いとされている期間につい

ても、申立人は、私が船長をしていた船に乗っていたと思う。船に乗っていれ

ば船員保険に加入するものと思うので、給与から保険料が引かれていたと思

う。」と証言している。 

しかしながら、申立人が当時の同僚として名前を挙げている上記船長とは別

の同僚二人のオンライン記録によると、一人は申立人と同様に被保険者期間が

欠落した記録となっており、もう一人は、Ａ社における被保険者記録が確認で

きない。 

また、オンライン記録によると、Ａ社は平成７年７月13日に船員保険は適用

されなくなっており、商業登記簿謄本によると、８年３月＊日に解散している

上、申立期間当時の事業主も既に死亡していることから、申立人の当該期間に

係る勤務実態及び船員保険の取扱いについて確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び船員保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が船員保険被保険者として、申立期間に係る船員保険料を船舶所有者によ

り給与から控除されていたと認めることはできない。



中部（愛知）厚生年金 事案 7786（愛知厚生年金事案 7179の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成元年２月から４年１月１日までの期間につ

いて、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認めることはできない。 

また、申立期間のうち、平成４年１月１日から同年４月 20 日までの期間に

係る厚生年金保険被保険者記録の訂正は必要ない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年２月から４年４月 20日まで 

   新たに提出した資料（離婚した申立人の元妻が、申立人のＡ社における勤

務期間を記載したもの）から分かるとおり、私は、申立期間において同社に

勤務していたのは間違いないので、申立期間の始期を前回の平成元年６月か

ら同年２月に、また終期を前回の３年 10月から４年４月 20日に変更するの

で、当該期間について記録を訂正してほしい。 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間（当初は平成元年６月頃から３年10月頃まで）に係る申立てについ

ては、ｉ）雇用保険の記録及び申立人から提出された「就労証明書（Ａ社作成）」

により、申立人が当該期間にＡ社に勤務していたことは認められるものの、当

時の事業主が当該期間において申立人を厚生年金保険に加入させた記憶は無

いと回答している上、申立人が名前を挙げた当時の役員は既に死亡しており、

申立人の厚生年金保険の取扱いについて確認ができないこと、ⅱ）厚生年金保

険適用事業所台帳及びオンライン記録によると、同社は、申立期間のうち、平

成元年７月25日以前の期間について適用事業所であった記録が確認できない

ことから、既に年金記録確認愛知地方第三者委員会（当時）の決定に基づく24

年２月29日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

これに対し、申立人は、「私が平成元年２月から４年４月20日までＡ社に勤

務していたことを、私の元妻が覚えている。」として、申立期間の始期及び終

期を変更するとともに、申立人の元妻が記載した資料を提出し、再度申立てを



行っている。 

しかしながら、元妻から提出された資料では、申立人がＡ社に勤務していた

とされる期間が記載されているのみであり、保険料の控除がうかがえる記載は

無い。 

また、申立人は、元妻が記載した当該資料により、申立期間を前回の平成元

年６月頃から３年10月頃までの期間から元年２月から４年４月20日までの期

間に変更しているが、申立期間のうち、元年２月から同年６月までの期間につ

いては、雇用保険の記録が確認できない上、厚生年金保険適用事業所台帳及び

オンライン記録により、当該期間においてＡ社が適用事業所であった記録が確

認できない。 

さらに、申立期間のうち、平成元年６月から３年12月までの期間については、

雇用保険の記録により、申立人がＡ社に勤務していたことがうかがえるものの、

当時の事業主は、「申立人の厚生年金保険の取扱いが確認できる資料は残って

いないが、当該期間において、申立人を厚生年金保険に加入させた記憶は無

い。」と回答しており、当該期間において同社の被保険者記録が認められる同

僚も、「当時のことは覚えていない。」と証言している上、申立人が名前を挙げ

ている役員も既に死亡していることから、当該期間における申立人の厚生年金

保険の取扱いについて確認できない。 

これらを総合的に判断すると、元妻から提出された資料は年金記録確認愛知

地方第三者委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認められず、その

ほかに同委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことか

ら、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間のうち、平成元年２月か

ら４年１月１日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認めることはできない。 

また、申立期間のうち、平成４年１月１日から同年４月20日までの期間につ

いては、申立人のＡ社に係る厚生年金保険の被保険者記録が確認できることか

ら、訂正は必要ない。 

 



中部（静岡）厚生年金 事案 7787 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 44年 11月頃から 45年２月１日まで 

            ② 昭和 45年３月６日から 48年６月９日まで 

   Ａ社における厚生年金保険の記録は、昭和 45 年２月１日から同年３月６

日までとされているが、同社には 44年 11月頃から 48年６月９日まで勤務

していたので、申立期間①及び②について、厚生年金保険の被保険者として

認めてほしい。 

 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立期間当時のＡ社の社会保険事務担当者に確認した

ところ、「当社は技術を確認してから正式採用をしており、入社してから１、

２か月程度の社会保険に加入させない試用期間を設けていた。」と回答してい

るところ、申立人は昭和 45 年２月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得

していることから、期間は特定できないものの、申立人が同社に勤務していた

ことはうかがえる。 

また、申立期間②について、申立期間当時のＡ社の社会保険事務担当者及び

複数の同僚は、「申立人はＡ社に継続して勤務しておらず、退社や入社を繰り

返していたため、勤務期間は分からない。Ｂ社に行く前までは出入りしていた

かもしれない。」と証言していることから、期間は特定できないものの、申立

人が同社に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、申立人が記憶している同僚の中に、Ａ社における厚生年金保

険の被保険者記録が確認できない者や、実際の勤務期間より厚生年金保険の被

保険者期間が短いとする複数の同僚の証言があることから、同社では必ずしも

入社と同時に従業員を厚生年金保険に加入させる取扱いではなかったことが

うかがえる。 



また、オンライン記録によると、Ａ社は昭和 57 年７月１日に厚生年金保険

の適用事業所ではなくなっているところ、申立期間①及び②当時の事業主は既

に死亡している上、同社の資料は保管されていないことから、申立人の当該期

間における厚生年金保険料の控除について確認できない。 

さらに、申立期間①及び②当時、申立人は、健康保険被保険者証を使ってＣ

医院及びＤ医院で受診したと主張するが、Ｃ医院は既に廃院となっており、Ｄ

医院は申立人に係る申立期間①及び②当時の診療録を保管しておらず、当該医

療機関で受診したことを確認できない。 

このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 




